様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

副業・兼業人材確保事業費補助金交付申請書

　　　年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名    　

　　（個人の場合は、住所及び氏名を記載すること。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年度において副業・兼業人材確保事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

１　交付申請

　　  金額　　　　　　　　　円

　（補助金所要額）　　（補助金に係る消費税仕入控除税額等）　　（補助金額）

　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　＝　　　　　　　　　円

２　事業の目的

口座振替先　金融機関名

　　　　　　　支店名

　　　　　　　口座種別

　　　　　　　口座番号

　　　　　　　口座名義人（カナ）

（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者　職・氏名

作成者　職・氏名

様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

事業計画書（変更事業計画書）

１　申請者の概要

	名称

（個人の場合は氏名）
	

	代表者職氏名

（会社の場合に限る。）
	

	本店の所在地

（個人の場合は住所）
	(〒　 　－　　　)



	主たる業種
	

	常時使用する従業員数
	　　　　　　　　　　　　　人


２　事業内容

　(1)　副業・兼業人材の募集計画

	事業を実施する事業所の所在地等
	（〒　 　－　　　）

事業所の名称：

	副業・兼業人材の概要
	氏　名（ふりがな）
	（　　　　　　　　　　　）

	
	生年月日（年齢）
	　　年　　月　　日（　　　歳）

	
	その他特記事項

(副業・兼業人材の

居住地・勤務先等)
	

	業務委託等契約期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	人材ニーズ情報登録日
	

	利用した人材紹介会社又は

パートナーシップ協定締結企業
	


　　

　(2)　副業・兼業人材の活用計画
	副業・兼業人材の活用に関する計画
	


３　対象経費の支出予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　分
	支出予定額（積算方法）

	人材紹介手数料
	

	旅費
※付表１に基づき算定
	

	副業・兼業人材への報酬
	

	合計
	（補助金の交付申請額　　　　　　　　　　　）


４　事業完了予定年月日

　　　　　　　年　　月　　日

（注）１　変更事業計画書の場合は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下段に記載すること。

　　　２　対象経費の支出予定額は、消費税仕入控除税額がある場合には、差し引いた金額を記載すること。
付表１　交付申請額の算定根拠及び補助金交付申請額算定表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ４横型）
	内　　容
	積　　算
	補助事業に要する経費
	補助対象外経費
	補助対象経費

	申請者が負担する県外の副業・兼業人材の県内への交通費

	【鉄道賃】
＠　円×　往復＝　円

	
	
	

	
	【バス運賃】
＠　円×　往復＝　円

	
	
	

	
	【タクシー運賃】
＠　　円×　往復＝　円

	
	
	

	
	【その他移動に要する経費】
＠　　円×　往復＝　円

	
	
	

	申請者が負担する県外の副業・兼業人材の宿泊費
	【宿泊費】
＠　円×　泊＝　円
宿泊地：○○ホテル
１泊当たりの上限額：11,800　円／泊
（食費は含まない。）
	
	
	

	合　　計
	①
	円
	円
	②
	円


（注）１　「積算」には、経費ごとに積算内容を記入すること。(名称、積算明細（＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み））
　　　２　「補助事業に要する経費」は、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。
　　　３　消費税仕入控除税額がある場合には、「補助対象外経費」欄に記入すること。「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」から「補助対象外経費」を控除した金額を記入すること。


様式第３号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

収支予算書（変更収支予算書､収支決算書）

１　収入の部

	区    分
	予算額
（変更予算額）

（決算額）
	（予算額）
	比　　較
	備　考

	
	
	
	増
	△減
	

	
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	


２　支出の部

	区    分
	予算額
（変更予算額）

（決算額）
	（予算額）
	比　　較
	備　考

	
	
	
	増
	△減
	

	
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	


　（注）　変更収支予算書の場合は、変更前の金額を上段に括弧書きし、変更後の金額を下段に記載すること。

様式第４号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

副業・兼業人材確保事業計画変更承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　静岡県知事　氏　　　　名　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　職・氏　　　名
（個人の場合は、住所及び氏名を記載すること。）
　　　　　年　　月　　日付け　第　　　号により補助金の交付の決定を受けた副業・兼業人材確保事業の計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

１　計画変更の理由

２　変更の内容

　（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

　　　　　責任者　職・氏名

　　　　作成者　職・氏名

様式第５号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

実　績　報　告　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　静岡県知事　氏　　　　名　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　職・氏　　　名
（個人の場合は、住所及び氏名を記載すること。）
　　　　　　年　　月　　日付け　第　　　号により補助金の交付の決定を受けた副業・兼業人材確保事業が完了したので、関係書類を添えて報告します。

（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者　職・氏名

作成者　職・氏名

様式第６号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

事業実績書

１　事業内容

	業務委託等契約期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	事業の実施内容・

成果
	


２　対象経費の支出額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　分
	支出額

	人材紹介手数料
	

	旅費
※付表２に基づき算定
	

	副業・兼業人材への報酬
	

	合計
	（補助金の交付申請額　　　　　　　　　　　）


３　事業完了年月日

　　　　　　年　　月　　日
付表２　支出明細報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　　　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ４横型）
（注）１　「補助事業に要した経費」は、当該事業の実施に要した旅費の実績額を記入すること。

　　　２　「補助対象経費」は、「補助事業に要した経費」から「補助対象外経費」を控除した金額を記入すること。
　　　３　行が足りなくなる場合は、適宜追加して記入すること。
	人材の従事日
	①補助事業に要した経費
	①の内訳
	②補助対象外経費
	③補助対象経費
	支　払
年月日

	
	
	【交通費】
	【宿泊費】
	
	
	

	
	　　円
	　　円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	　　円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	　円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	　円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	　円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	　円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	　円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	　円
	円
	　　円
	円
	

	
	　　円
	　円
	円
	　　円
	円
	

	合　計
	　　円
	　円
	円
	　　円
	④
	　円
	


様式第７号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

請　　　　　求　　　　　書

　金　　　　　　　　　　　　　　円

　　ただし、　　　　年　　月　　日付け　第　　号により補助金の交付の確定を受けた副業・兼業人材確保事業の補助金として、上記のとおり請求します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　静岡県知事　　氏　　　　名　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　職・氏　　　名
（個人の場合は、住所及び氏名を記載すること。）
（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者　職・氏名

作成者　職・氏名
様式第８号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

消費税仕入控除税額等報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　静岡県知事　氏　　　　名　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　職・氏　　　名
（個人の場合は、住所及び氏名を記載すること。）
　　年　月　日付け　第　号により補助金の交付の確定を受けた副業・兼業人材確保事業の補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したので、次のとおり報告します。
１　補助金の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　円

　　（　　　　年　月　日付け　第　号による額の確定通知額）

２　補助金の交付の申請時及び実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等

　　　　金　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３の額から２の額を差し引いた額）　　

金　　　　　　　円

（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者　職・氏名

作成者　職・氏名
※１　「積算」には、経費ごとに積算内容を記入すること。(名称、積算明細（＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み））


※２　「補助事業に要する経費」は、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３　「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる事業に要する経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。（※消費税相当額は対象経費にならないため、補助対象外経費に計上すること。）








※１　「積算」には、経費ごとに積算内容を記入すること。(名称、積算明細（＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み））


※２　「補助事業に要する経費」は、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３　「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる事業に要する経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。（※消費税相当額は対象経費にならないため、補助対象外経費に計上すること。）








※１　「積算」には、経費ごとに積算内容を記入すること。(名称、積算明細（＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み））


※２　「補助事業に要する経費」は、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３　「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる事業に要する経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。（※消費税相当額は対象経費にならないため、補助対象外経費に計上すること。）








※１　「積算」には、経費ごとに積算内容を記入すること。(名称、積算明細（＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み））


※２　「補助事業に要する経費」は、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３　「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる事業に要する経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。（※消費税相当額は対象経費にならないため、補助対象外経費に計上すること。）








※１　「積算」には、経費ごとに積算内容を記入すること。(名称、積算明細（＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み））


※２　「補助事業に要する経費」は、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３　「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる事業に要する経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。（※消費税相当額は対象経費にならないため、補助対象外経費に計上すること。）








※１　「積算」には、経費ごとに積算内容を記入すること。(名称、積算明細（＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み））


※２　「補助事業に要する経費」は、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３　「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる事業に要する経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。（※消費税相当額は対象経費にならないため、補助対象外経費に計上すること。）
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